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問題の所在
わが国における租税法研究の第一人者であり，泰斗である金子宏が，１９９８
年に国際航空運賃を課税標準とする付加価値税である国際人道税（International
Humanitarian Tax）を提唱して以来，今日で２０年余りが経過する。国内航
空運賃に対する付加価値税（消費税）賦課との中立性を確保しつつ，領土主
権外の課税であることを理由に国際人道的な使途に充当する目的税とする構
想は，租税研究者をはじめ，分野を超えた社会科学者からの好意的な評価を
獲得している１）。
しかし，フランスを始めとして１５ヵ国２）において導入されているにもかか
わらず，「日本発３）」の国際人道税は導入されていない。他方で，近接する課
税客体（日本から出国する国際観光客等）による国際観光旅客税が２０１９年
１月１７日に施行されている。このような状況はなぜ生じたのか。
わが国における国際人道税を巡る論点
１）国際人道税を直接の検討対象とした代表的な例として伊藤（２０１２），兼平
（２０１６）。近年言及した例として池上（２０１８：３７）。
２）外務省によれば，２０１５年時点で，フランス，韓国，チリ，モーリシャス，マダ
ガスカル，コンゴ共和国，マリ，ブルキナファソ，ニジェール，ガボン，コート
ジボワル，モロッコ，ベナン，カメルーンが導入している（グローバル連帯税推
進協議会 ２０１５：３０）。
３）政府税制調査会専門家委員会第２回国際課税小委員会（２０１０年９月２６日）にお
ける上村雄彦委員提出資料名。後述する。
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本小論は，国際人道税４）の導入が停頓した理由について，政治過程におけ
る検討経過を概観しながら簡潔に提示することを目的とする。なお，後述す
るように，国際人道税については，フランスで（国際）航空券連帯税が導入
された経緯５）から，国際航空券連帯税と呼称されることがある。しかし，国
際人道税と国際航空券連帯税は租税としての性質が異なることを踏まえ，本
小論では提唱者による国際人道税の呼称を用いる。構想，および実現した税
目の名称とそれぞれの租税としての性質については，本小編末尾に掲げた参
考図を参照されたい。
１．国際人道税の提唱と専門家集団への伝播・航空券連帯税の導入
経緯
① 国際人道税構想の提唱
国際人道税の提唱経緯については，提唱者である金子宏の弁に拠ることが
便宜である６）。国際人道税がわずか１頁の短文として江湖に問われたのは
１９９８年である。ただし，金子宏の中でこの構想が温められたのは，１９９０年
代の初め７）である。
まず，金子宏は，東西冷戦後の世界で「地域紛争，宗教や民族の絡んだ紛
争はたえず各地で起こっており，その結果おびただしい数の難民が発生し，
また，飢餓，伝染病，身体的・精神的障害などが大量に発生している」点に
深い憂慮を表明する。一方，先進国による援助は途上国のインフラ整備など
ハード面に向けられやすい。そこでユニセフなどの国際機関やボランティア
団体が犠牲者救済活動に従事するが，資金が「お寒い」状態であるとする。
４）本小論は，いわゆるグローバル・タックスの検討過程そのものを扱うものではな
い。従って，金融取引税等など，同時期に提唱，検討された様々な国際課税手法
（革新的資金調達メカニズム）については，国際人道税に直接関係した時を除い
て本小論の対象としない。
５）ペリー・金子（２０１０：６７）。
６）主な文献として，金子（１９９８，２０１８a，２０１８b），ペリー・金子（２０１０）が挙げら
れる。
７）金子（１９９８：６）によれば，「７・８年前から考えてきた構想」とある。
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これに対し，金子宏は，国際航空運賃に消費税（付加価値税）を賦課し，
その税収を犠牲者救済資金に充当することを提案する。各国付加価値税の性
質に基づき，国内航空運賃には消費税を賦課するが，国際航空運賃には課税
されない。この状態が，国内旅行と国際旅行，国内出張と国際出張に対する
税制の中立性に反すると指摘する。さらに，発展著しい国際航空運賃を課税
標準とすれば，低率で課税するだけでも「膨大な金額の税収が得られるは
ず」と多収性を主張する。それを目的税として地域紛争の犠牲者の救済や地
雷撤去事業等に充当することを提案する。
さらに，提案に対する反対意見の強さを認識しつつ，各国が協調して立法
する必要性を述べる。また，国際官僚組織の肥大化を警戒し，直接犠牲者救
済へ充当するべきとする。そして，最後にこう述べる。
私の提案の実現は，決して容易ではないであろう。
しかし，私は，それが実現することを強く願っている。
②専門家集団への伝播８）
金子宏の提案は，国際課税論の権威であるハーバード大学ロー・スクール
のオリバー・オルドマン（Oliver Oldman９））教授の慫慂により，同年にTax
notes international誌（１９９８年１２月１４日号）に転載１０）される。この提案を
目にした金子宏の知人達からは賛意を表する手紙を貰ったものの，「アメリ
８）以下の小節は，金子（２０１８a：１４）に拠る。なお，オルドマンは金子が１９６１年に
ハーバード大学ロー・スクールに留学した際，ケネディ政権入りしたサリーに代
わって指導受入教官となっている（金子・中里・増井他 ２０１２：５５，６２）。
９）金子宏は，オルドマンからは経済中立性の観点からビジネス旅客に対しては控除
するよう助言を受けたが，簡素の要請（行政上の執行難）から避けたという。さ
らに，「ビジネストリップに課税すると，税額分は企業によって必要経費から控
除されますから，各国の税収がそれだけ減って，各国の国庫の犠牲において，連
帯税なり人道税なりの方向に動いていく」とも述べている。ペリー・金子
（２０１０：７０-７１）。
１０）Kaneko（１９９８）。International Civil Aviation Organization（ICAO，国際航空民
間機関）のデータを用いて航空産業の伸張状況を定量的に補強している以外は，
ほぼ金子（１９９８）の転載である。
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カでは航空業界が大きな影響力を持っているので，この提案はアメリカでは
実現されないだろう」というのが一致した見通しだったという。
２０００年５月，ハーバード・ロー・スクールでオルドマンの満８０歳を祝賀
する夕食会が開かれた。オルドマンを祝うために参集した研究者や国際機関
の職員等を前に，国際人道税提案を講演する機会を得たのである。金子宏
は，国際航空連盟１１）の統計資料を用いて作成した，すべての国がこの租税を
採用すれば低い税率１２）でも膨大な税収が得られることを示す資料を作成して
講演に臨み，出席者より一定の賛意を得た。その後，付加価値税の国際比較
における基礎本となるSchenk and Oldman（２００１）に金子宏の小論がそのま
ま収録され，国際航空運賃に対する付加価値税構想は租税法や税制の専門家
の間で共通の知識となった。
③航空券連帯税の登場と導入過程
金子宏は，最良の発表時機に恵まれたと言えるだろう。オルドマンの誕生
日パーティに集まった国際機関の職員達は，２０００年９月の国連総会におい
て採択された国際ミレニアム宣言１３）を元にまとめられた「ミレニアム開発目
標」（Millennium Development Goals，以下，MDGs）の財源手当てに迫ら
れていた。MDGsは２０１５年までに達成すべき８つの目標１４）を掲げたが，
ODAによる既存の資金フローだけで開発目標を達成することは難しく，開
発のための「革新的な資金調達メカニズム」──国際連帯税を必要としてい
１１）注９で述べたICAOの資料と思われる。
１２）厳密に言えば，低税率であれば国内付加価値税との税収中立性は保ちえない。中
立性に関する議論は，国外運賃への課税の根拠以上のものではないと指摘するこ
ともできる。
１３）I．価値と原則，Ⅱ．平和・安全および軍縮，Ⅲ．開発および貧困撲滅，Ⅳ．共
有の環境の保護，Ⅴ．人権，民主主義および良い統治，Ⅵ．弱者の保護，Ⅶ．ア
フリカの特別なニーズへの対応，Ⅷ．国連の強化を謳った。
１４）１：極度の貧困と飢餓の撲滅，２：初等教育の完全普及の達成，３：ジェンダー平
等推進と女性の地位向上，４：乳幼児死亡率の削減，５：妊産婦の健康の改
善，６：HIV／エイズ，マラリア，その他の疾病の蔓延の防止，７：環境の持続可
能性確保，８：開発のためのグローバルなパートナーシップの推進である。（外務
省「ミレニアム開発目標（MDGs）」）
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たのである１５）。
２００２年３月１８日から２２日に，メキシコのモントレーで開かれた国連開
発資金国際会議（第１回）１６）において，MDGs達成のための革新的資金メカ
ニズムの一環として国際連帯税が検討された。さらに，２００４年，フランス
において，シラク大統領が結成した特別グループがランドー・レポート
（The Landau Report）をまとめた。この中で，環境税（炭素税，航空輸送
税，海上取引税），金融取引税，多国籍企業への累進付加税，兵器取引税を
上げている。つまり，航空による大気汚染を根拠とし，環境税の一環として
航空輸送税が組み込まれたのである。さらに，ランドー・レポートにおいて
は，環境税は長期的には炭素税が望ましいが，短期的には京都議定書でカ
バーされない海上・航空輸送への課税が望ましいと整理されていた１７）。
航空券連帯税（Taxe de solidarité sur les billets d’avion）構想は，２００５年
１月２７日のダボス会議において，シラク大統領により華々しく表明１８）され
た。以下，フランスにおける航空券連帯税の導入過程１９）を簡潔に概観する。
まず，航空会社から「旅客の減少」と「観光への影響」の２つの項目に関
して強い反対意見が出された。航空業界は，航空券連帯税が航空利用者の減
少につながるのかを検証すること，仮に導入するとしても既存の税の負担軽
減が必要との要望を出していた２０）。これに対し，シンクタンクによって税制
評価が行われる一方，ランドー委員会の各委員による国民などへの精力的な
アドボカシー活動が行われた２１）。どのような形式で導入するのが望ましいか
１５）兼平（２０１６：９）。
１６）当時の様子は小浜（２００２：３-５）に詳しい。
１７）兼平（２０１６：９-１０）。
１８）この日のダボス会議では，シラク大統領による国際連帯税構想に加え，ブレア首
相の国際開発資金調達制度（International Finance Facility, IFF），シュレー
ダー独首相の提案への支持表明など，「西欧の国際援助合戦の場と化した」とい
う（『毎日新聞』２００５年２月７日）。
１９）金子（２０１８b：４０）によれば，アフリカの旧植民地のマラリア等の伝染病の治療や
予防のために活動しているNGO団体が資金源としてこの構想に目をつけてシラ
ク大統領に働きかけ，有力な補佐官の後押しもあり大統領の賛意を得たという。
２０）河口（２０１７：１２５）。
２１）国際連帯税推進協議会（２０１０：５１）。
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を検討しながら，最終的には大統領の政治的判断によって導入に至ったとい
う。
形式検討の結果の一つが，「税（impôt）」から，「課徴金（taxe）」への名
称変更である。義務から活動への対価というイメージに変え，さらに発展途
上国への支援の必要性を訴えたことにより世論の支持を受けたという。ま
た，フランスには，既に民間航空税（Taxe de laviation civile）が導入され
ていた。民間航空税の引き上げとして位置づけられることで，比較的容易に
課税することが可能だったのである２２）。
他方で，定額課税である民間航空税の上乗せである以上，航空券連帯税も
定額課税２３）にならざるを得ない。エコノミークラスとビジネス・ファースト
クラスに消費弾性値を根拠と考えられる差異２４）が設けられているとはいえ，
定率課税による多収性（或いは税収の可動性）は困難となる。さらに航空会
社への配慮により，旅客の７割を占めるフランスから欧州共同体内への域内
エコノミークラスを１ユーロというかなり低い税額に抑えた２５）ことは，導入
への後押しとはなったものの，多収性の放棄を決定づけることとなった。
また，歳入については，金子宏が構想したようなユニセフへの直入ではな
く，フランスの国庫収入に属する。さらに，歳出についても，フランス政府
の指定する（国際）機関２６）へ配分している２７）。
２２）河口（２０１７：１０５）。ただし，これを多重課税と捉える批判も当然ありえる。注
２８の金子宏による批判を参照されたい。
２３）２０１４年予算法（art１０８de la LFI２０１４）の規定により，２０１７年時点ではエコノ
ミークラスは到着地がEU域内で１．１３ユーロ，域外で４．５１ユーロ，ビジネスク
ラス・ファーストクラスはEU域内で１１．２７ユーロ，域外で４５．０７ユーロである。
Ministère de la Transition écologique et solidaire,Taxes aéronautiques（https://
www.ecologique-solidaire.gouv.fr/taxes-aeronautiques）
２４）ペリー・金子（２０１０：７０）。
２５）国際連帯税推進協議会（２０１０：５１）。
２６）河口（２０１７：１２５）によれば，７０％がUNITAID，１０％がGAVI（The Global Alliance
for Vaccines and Immunization）に配分される。UNITAIDは２００６年にフラン
ス・ブラジル・チリ・ノルウェー・イギリスの５か国を創設国としてスタートし
た感染症治療のための医薬品提供を行う国際機関であり，GAVIは世界最貧国の
子どものための官民パートナーシップ形態のワクチン給付支援団体であり，常任
理事であるUNICEF，WHO，世界銀行，Bill & Melinda Gates Foundationに加
え，途上国代表が５，援助国代表が５，市民団体が１，先進国・途上国のワクチ
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こうした租税論上の欠点２８）を持つフランス型の国際航空券連帯税は，一国
レベルにおいて，韓国２９）を例外として，発展途上国を中心に導入が進む３０）こ
ととなる。
他方，金子宏の構想に近い形，つまりEU全体での航空券税導入が試みら
れたのが，２００５年６月７日におけるECOFIN（Economic and Financial
Affairs Council of the European Union，EU経済・財務相理事会）におけ
る，途上国開発資金財源としての航空券税（Aviation Taxes）の国家および
ン産業団体からそれぞれ１，研究・科学技術系統公衆衛生団体１の計１８の代表
理事と９つの独立，無党派の理事及びCEOから成る理事会を構成している
（https://www.gavi.org/）。なお，UNITAIDの創設経緯と当時の諸論点について
は田中（２００７）の解説がある。
２７）金子（２０１８b：７）は①フランス型は旧植民地への給付が多くなるがユニセフで
あれば必要としている人や地域を対象として救援が行える，②ユニセフは国際的
実績のある多数の国際的NGOとの提携・協力が可能，③フランス型では従来の
予算額の一部が連帯税の実施を契機としてカットされるため救援額の純増になら
ない可能性があるとの懸念を表明し，自身の構想するユニセフ型を改めて推して
いる。
２８）航空券連帯税について，金子宏は，日本経済新聞の経済教室に寄稿した記事
（「人道支援の税制創設を，国際運輸に定率で」『日本経済新聞』２００６年８月３
日）の時点で，自らが構想した国際人道税とは異なると明確に表明している。そ
の理由として①租税論上の論点，②国際機関への直入か各国国庫納入かに伴う使
途および「代替効果」の差異を挙げていた。②の論点は金子（２０１８b：７）とほ
ぼ同様であるが，①の論点については，租税論上明快な批判となっており，やや
詳細に紹介しておく。まず，航空券連帯税は付加価値税とは別の個別消費税であ
り，しかも国内航空運賃にも課税される。フランスでは，国内航空運賃について
は，すでに付加価値税と個別消費税としての航空税が課されており，航空券連帯
税が加わると，国内航空運賃について三重の課税が行われる。しかも付加価値税
が比例税であるのに対し，他の二つは定額税であるため制度が複雑になる。つま
り簡素の要請に反し，定額税は公平の観点からも問題がある。これに対し，国際
人道税は，どこの国でも消費税ないし付加価値税の対象からもれている国際航空
運賃に対して消費税ないし付加価値税を課す制度であり，制度としてはるかに簡
素であるのみでなく，前述したように，現行制度の一つの問題点である国内航空
旅行と国際航空旅行の間の税制の中立性（消費中立税）の欠如を多少とも是正す
ることに役立つとした。また，比例税率であるから，定額税に比べると公平の要
請にも合致するとした。
２９）国際貧困退治寄与金。なお，外務省は「国際貧困対策協力金」の訳を当ててい
る。２０１３年の更新時の議論については藤原夏人（２０１３）が，寄与金配分の例に
ついては金孝淑（２０１６：７３-７４）が参考になる。なお，後述する日本と同じよう
に，韓国においてもODA補完財源として導入された経緯がある。
３０）導入国は注２の通り。改めて述べれば旧フランス植民地国の導入が目立つ。
わが国における国際人道税を巡る論点 ４３
旅行客に対する導入可能性についての討議である。しかし，観光業や航空産
業に与える打撃を懸念した複数の国からの反発３１）によってEU全体での強制
的導入は見送られ３２）ることとなり，先進国での共通導入はいったん頓挫せざ
るを得なかったのである。
以上で確認したように，国際人道税構想は，一国レベルにおいて，国際機
関ではなく各国の国庫に納付される，多収性・可動性を欠いた定額課税３３）と
しての航空券連帯税へと変質した。そして，国際人道税の母国であるはずの
日本において導入が検討されたのは，フランス発の国際航空券連帯税３４）で
あった。
２．日本における国際航空券連帯税の検討過程
① 議連の結成と導入への働きかけ（２００８年～２００９年）
２００８年２月１８日，衆参の超党派国会議員による「国際連帯税創設を求め
る議員連盟」（The Parliamentary Group on International Solidarity Levy，
以下，本小論では「議連」とする）が発足した。議連の会長には，当時自由
民主党税制調査会長であった津島雄二が就任した。会長代理には広中和歌子
（民主党），副会長に峰崎直樹（民主党），加藤修一（公明党），川口順子（自
由民主党），小池百合子（自由民主党），顧問には谷垣禎一（自由民主党），
福島みずほ（社会民主党・党首）が就任した。幹事長は林芳正（自由民主
党），事務局長は犬塚直史（民主党）であった３５）。
３１）国際航空運送協会（IATA）のジョバンニ・ビジニャーニ事務総長は，「国際連
帯税」構想に反対して「航空燃料への課税は旅行客に転嫁され，支援の対象とな
るはずのアフリカ諸国に観光収入の落ち込みという悪影響を及ぼすことになる」
と述べたという。『日本経済新聞』２００５年４月１３日夕刊。
３２）Keen and Strand（２００６：４）はその簡潔な要約である。
３３）ただし，金子宏は「ノンクレジタブルなエクサイズ型」での導入を，VATが導
入されていないアメリカでも導入可能なスキームとして一定の理解を示している
点は付記しておく。（ペリー・金子 ２０１０：７０）
３４）峰崎直樹（民主党元参議院財政金融委員長・元財務副大臣）によれば，後述の議
連を組織した際，金子宏の国際人道税がアイデアの母体であることを全く知らな
かったという。峰崎直樹「チャランケ通信」第２４４号（２０１８年１０月２９日）。
３５）国際連帯税推進協議会（２０１０：２）。同報告書（１頁）は，２００６年２月２８日から
４４ 桃山学院大学経済経営論集 第６１巻第１号
議連は，２月２９日の設立趣意書において①２００８年が洞爺湖サミット３６）開
催の年であり，②MDGsの達成プロセス中間年であること，③にも関わらず
ODA拠出目標が達成される見込みはないこと，④フランスの航空券連帯税
やイギリスのIFFなどの取り組みは主要国に広がっておらず，税収規模も少
ないことを背景として述べた。その上で，立法府として一党一派に属さない
「パスポートのない解決」を主導すべきであり，我が国が革新的資金調達メ
カニズム創設に正面から取り組むことを謳った。同議連は，目的に掲げた
「開発のための革新的資金調達に関するリーディング・グループ３７）」（２００６年
発足）への参加を外務省に働きかけ３８），４月のオブザーバー参加，１１月のメ
ンバー入りを実現した。
同じく目的に掲げた「国会の場における議論を深めた」成果は，２００９年
以降の議連所属議員による国会質問に現れている。これらの質問は，日本に
おける国際航空券連帯税の検討過程前史における文脈３９）が端的に把握できる
興味深い資料である。
まず，明確に浮かび上がるのは，ODA代替財源の確保である。２００９年３
月２３日の予算委員会において，犬塚直史衆議院議員は，「これだけ景気が悪
い」状況で，ODAの増額どころか，有権者にODAの「オの字も言えるよう
な雰囲気ではない」中で，MDGsの財源をODAで賄えない代替として国際
３月１日にかけてフランス政府によって開催された「連帯とグローバリゼーショ
ン：革新的開発資金メカニズムに関するパリ会議」に，NGO（オルタモンド）
がフランス政府から招待されたことを契機に民間側から国会議員に働きかけが開
始されたことを日本における国際連帯税検討過程の起点としている。ここでも，
国際人道税構想を起点としていないことは興味深い。
３６）洞爺湖サミット（第３４回主要国首脳会議）は同年７月７日～７月９日に開催さ
れたが，サミットに合わせた行動は管見の限り見受けられなかった。
３７）議連の設立趣意書では「連帯税に関するリーディング・グループ」と表記されて
いる。
３８）国際連帯税推進協議会（２０１０：３）には，２００８年６月３日に津島雄二会長から高
村外務大臣に「「開発資金のための連帯税に関するリーディング・グループ」へ
我国の参加を求める申し入れ」があったことが記されている。
３９）国会会議録に国際連帯税の議題が最初に登場するのは，参議院国際・地球温暖化
問題に関する調査会（平成２１年２月１８日）における加藤修一委員（公明党）の
質問である。この質問自体は，当時の外務省における国際連帯税の検討経過を尋
ねている。
わが国における国際人道税を巡る論点 ４５
連帯税が登場したとの状況認識を示していた４０）。
事実，ODAは減少していた。一般会計のODA予算４１）は，１９９７年度の１兆
１６８７億円（対国民所得比で０．３０％，うち外務省予算５８５１億円）をピークに
減少を続け，２００９年度には６７２２億円（対国民所得比で０．１９％，うち外務省
予算４３６３億円）にまで落ち込み，MDGsで再確認されたDACドナー諸国の
ODA純量の対国民所得比０．７０％に到達するどころか，２００９年時点におけ
るDACドナー諸国の対国民所得平均値（０．３１％）を大幅に下回る状況４２）に
陥っていた。こうした中で，ODA代替財源としての国際連帯税に視線が注
がれることとなったのである。
一方，犬塚直史議員は，財務省が導入に対して否定的な立場にあるとす
る。同日の質問は，犬塚議員の観点からの財務省の立論を簡潔にまとめてい
る。曰く，「開発援助のための目的税を各国で創設することは財政の硬直化
を招き，ODAと密接な関係を持つ租税客体を見出すことは困難であり，目
的税としての合理性を欠く，実現可能性も低い４３）。」
この点は，標準的な租税論の観点からも，ノン・アフェクタシオンの原則
に反するとして批判の対象となる４４）。そして，財務省は一貫して自らの予算
４０）第１７１回国会衆議院予算委員会（平成２１年３月２３日）における犬塚直史委員
（民主党）の質問。
４１）外務省ホームページ「ODA予算」（平成３０年４月３日）。その後，一般会計の
ODA予算は２０１５年度には５４２２億円（対国民所得比で０．１４％）まで減少する。
４２）２００９年度における日本およびDACドナー諸国（平均）のODA純量の対GNI値
は，外務省『２０１０年度政府開発援助白書』における「主要加盟国の政府開発援
助の比較」を参照。
４３）第１７１回国会衆議院予算委員会（平成２１年３月２３日）における犬塚直史委員
（民主党）の質問。これに対し，与謝野馨内閣府特命担当大臣（金融・経済財政
政策）は，「そもそも日本の国民がつくり出した富を他の途上国にどれだけ移転
するかという話で，財務省の話ではない。国民が自分たちがつくり出した富を他
の国に移転するということをコンセンサスとしてつくり上げられるかどうかとい
うことに懸かっていて，実は税の議論では私はないと思って」いると答弁してい
る。
４４）提唱者である金子宏は当然この批判点を理解していた。金子宏からの問いを受け
たペリーは，普通税の効率性を理解しながらも，目的税の政治的受容性を高める
効果を重視していた（ペリー・金子 ２０１０：７１-７２）。この点は後述の国際課税
小委員会において重要な論点となる。
４６ 桃山学院大学経済経営論集 第６１巻第１号
配分権の根幹となる一般財源原則を堅持していた。２００５年に世銀・IMF
（国際通貨基金）合同開発委員会で発出した声明はまさに財務省の意を汲ん
だ，犬塚議員による要約とほぼ同じ内容４５）であった。これらの論点は，いず
れも民主党政権期における検討過程で再燃することとなる。
② 国際課税小委員会における検討と蹉跌（２００９年～２０１０年）
民主党政権の成立後における初会合となる２００９年１０月８日政府税制調査
会において，鳩山由紀夫内閣総理大臣は国際連帯税の検討を滲ませる諮問を
行った４６）。その後，１２月２２日の平成２２年度税制改正大綱において，４．国
際課税において，（３）国際連帯税の小節が設けられた。やや煩雑だが原文の
まま掲げる。
国際金融危機，貧困問題，環境問題など，地球規模の問題への対策の一つ
として，国際連帯税に注目が集まっています。金融危機対策の財源確保や投
機の抑制を目的として，国際金融取引等に課税する手法，途上国の開発支援
の財源確保などのために，国境を越える輸送に課税する手法など，様々な手
法が議論されています。すでにフランスやチリ，韓国などが航空券連帯税を
導入するなど，国際的な広がりを見せています。我が国でも，地球規模の問
題解決のために国際連帯税の検討を早急に進めます。
地球環境税との関係は，国際人道税においては考慮の対象外であり，ラン
ドー・レポート以来の環境税導入の一環として位置づけられようとした文脈
は明らかであろう。ともあれ，この時期，国際連帯税構想は，国会内でも検
討に対して好意的な態度を獲得するに至っていた。例えば，２０１０年４月２１
日には，議連に属してはいるものの積極的な発言を行っていなかった川口順
子元外務大臣による，国際連帯税について「実質的に中身を付けていくとい
４５）『朝日新聞』２００７年５月１１日。
４６）『朝日新聞』２００９年１０月９日。
わが国における国際人道税を巡る論点 ４７
うことも議論をしてもいいのではないか」との発言を見ることができる４７）。
こうした中，外務省は来年度税制改正における「国際開発連帯税」の創設
要望を８月末に提出４８）した。この流れを受け，９月６日，政府税制調査会専
門家委員会に設置４９）された第１回国際課税小委員会５０）が開かれた５１）。
会議運営に関する諸事項が終わった後，提唱者である金子宏（東京大学名
誉教授）による報告が行われた５２）。報告後の議事要旨５３）を跡付けてみると，
以下の論点が浮かび上がる。
まず，目的税化の是非である。これについては，「国民の観点からは，集
めた税収が目に見える形で使われているというところが目的税のメリット」
４７）第１７４回国会参議院国際・地球温暖化問題に関する調査会（２０１０年４月２１日）
における川口順子委員（自由民主党）の発言。
４８）『朝日新聞』２０１０年９月２７日。外務省「平成２２年度税制改正要望の見直しにお
ける要望事項」（平成２１年１０月３０日，再提出）において，（２）国際開発連帯税
の新設として，「世界の開発需要に対応するための国際的な連帯に貢献する新た
な税制度を我が国に導入する」としている。この時点で，人道税が掲げた人道目
的が埒外に置かれていることにも注目する必要がある。また，後述の「論点整
理」において「国際航空の利用者が開
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を負担するのか」（傍点筆
者）との疑念を呼び起こす理由ともなっている。
４９）ただし，この時点ですらも「政府税調内でも「あくまで勉強の段階」との声が漏
れるなど，導入に向けた議論はまだ低調なのが実態」との評が出る状況であった
ことは付記しておく。『日本経済新聞』２０１０年９月７日。
５０）第３回（２０１０年９月２７日）は「企業活動の国際化等を踏まえた国際課税のあり
方について等」であり，第４回（２０１０年１０月１日）は国際的租税回避の防止に
向けた今後の課題について等」であり，いずれも国際人道税，国際航空券連帯税
を直接のテーマとはしていない。なお，国際課税小委員会は資料及び議事要旨の
みが公開されており，議事録は今日に至るまで非公開となっている。従って本小
論の同小委員会に対する検討は限定的にならざるを得ない。
５１）委員および特別委員は以下の通り（敬称略）。
（委員）中里実座長（東京大学教授），田近栄治（一橋大学教授），辻山栄子（早
稲田大学教授），三木義一（青山学院大学教授）。
（特別委員）青山慶二（筑波大学教授），渕圭吾（学習院大学教授），増井良啓
（東京大学教授），森信茂樹（中央大学教授）。
なお，三木義一は国際連帯税推進協議会（寺島委員会）の委員である。また，第
１回小委員会には峰崎直樹副大臣も政府税制調査会委員の資格で参加している。
５２）報告時の提出資料は，既出の金子（１９９８），Kaneko（１９９８），『日本経済新聞』
２００６年８月３日（経済教室）の記事である。
５３）「第１回国際課税小委員会議事要旨」（平成２２年９月６日）。
４８ 桃山学院大学経済経営論集 第６１巻第１号
として肯定的な意見が見られた。また，そもそも「国際人道税は，従来，国
家主権が及ばないと考えられていたところを課税対象にして，そこで得られ
た税収を国際社会のために使用するというスキームであり，当初から目的税
であることが想定されていたのではないか」との議論があった５４）。
一方，租税論的な観点では，個別間接税と付加価値税に関する国際課税上
の調和（convergence）に係る論点が検討されている。まず，「複数の国々
がそれぞれ航空機運賃税や国際人道税を課すとした場合，各国の相互調整の
観点から，どのような基準で課税をしていくことが望ましいか」との議論を
前提とした上で，「国際連帯税を個別間接税として導入するのであれば，国
際的な税制の調和は必要なく，むしろ使途の面で協調を図っていくことの方
が重要になる。一方，付加価値税として導入する場合は，国際的な税制の調
和が必要になるため，制度が複雑になって難しい」とし，「やはり個別間接
税として，簡素で，使途が明確な形とするのが良いのではないか」との意見
が表明されている。「制度が複雑になって難しい」の具体的な中身が判然と
しないものの，金子宏が強調していた「付加価値税形式」での「世界的導
入」において，両者に緊張関係を指摘するものとして興味深い。
他方，「当面，各国が固有の課税権限を有している状況で，連帯税を導入
するのであれば，徴収のための各国のインセンティブを担保しながら実施せ
ざるを得ない。そう考えると，各国が自由に税収の半分までは使えるといっ
た制度もあり得るのではないか」との議論は，国際機関への直入を主張する
国際人道税における，各国政府の導入インセンティブの薄弱さを突いた批判
となっている。
さらに，「国際人道支援に向けて，国際的協調が難しいとすると，なぜ日
本だけ連帯税を導入するのか，導入するとした場合なぜ税だけ取り上げるの
５４）ただし，後述の「論点整理」においては，「税収の使途を特定することについて
は，財政の硬直化の一因となる等の観点から一般的にはあまり望ましくないとさ
れている」や，「税収の使途の特定方法として，我が国では近年廃止・縮小の方
向である目的税や特別会計を新たにつくることは問題ではないか」などの議論が
記されている。
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か，また，現状の航空業界を考えた際，対象が航空でいいのか５５）ということ
を考えていく必要がある」との議論は，国際人道税に対する素朴だが根源的
な批判である。
まず，前段については，世界的導入が同時に達成されないのであれば，少
なくとも導入国の国際競争力上不利に働くことがアクターに予見される制度
を導入するインセンティブの薄さを問うている。
そして，当時の文脈において，より深刻なのは「現状の航空業界」の一言
である。
まさにこの点を突いたのが，９月２６日に開催された第２回国際課税小委
員会における山内弘隆５６）（一橋大学大学院商学研究科教授）による「航空券
連帯税について」と題する提出資料５７）である。同資料は，国際人道税，国際
航空券連帯税の租税としての相違点をほぼ適切に把握した上で，航空業界の
利害を踏まえた立場から，両者についてかなり詳細な批判を加えている。
まず，国際人道税については，消費課税における中立性確保の条件とし
て，税率および既存の個別消費税との関係を踏まえるべきとしている。さら
に，国際人道税の課税主体が「国際的な課税権」に依拠しているとした上
で，国際的な課税権の概念についての疑問を提起している。また，国際航空
輸送における上空通過料の問題を取り上げている。その上で，目的税的取扱
の合理性があるかを問うている。
５５）この点は後述の「論点整理」においても「国境を越えた経済活動には航空のほか
に海運や通信もあるなかで，なぜ国際航空のみに課税をするのか」との疑義が表
明されている。
５６）なお，山内は，２０１９年現在，産学共同の民間研究団体である航空政策研究会の
会長である。同研究会は，日本航空株式会社代表取締役会長，日本貨物航空株式
会社代表取締役社長，成田国際空港株式会社代表取締役副社長，日本空港ビルデ
ング株式会社代表取締役副社長，定期航空協会理事長，ANAホールディングス
株式会社代表取締役副社長執行役員，空港施設株式会社常務取締役，株式会社日
本空港コンサルタンツ代表取締役社長がそれぞれ理事の任に就いている。（https:
//www.koseiken.jp/client/outline/officer，２０１９年５月１６日閲覧）
５７）以下の記述は山内の提出資料に基づくが，議事録が非開示である以上，山内が提
示した個別の論点がどのような文脈から展開されているかが判然としない点が残
らざるを得ない。
５０ 桃山学院大学経済経営論集 第６１巻第１号
より深刻なものは，国際航空券連帯税である。まず，国際航空課税に特定
して課税する個別消費税であることの根拠を問うている。次に，気候変動や貧
困，疫病等の課題解決といった社会的目的達成のための費用負担は広く行わ
れるべきであり，航空券連帯税により航空利用者の負担とすることについて
は，受益と負担の関係が不明確であると鋭く批判している。さらに，航空事
業者固有の課税との関係として，空港整備勘定やインフラストラクチャーの
費用負担と課税の関係を，定期航空協会の資料を引用しながら取り上げている。
その上で，航空産業における「いわゆる公租公課問題」として，国土交通
省「世界主要空港の国際線着陸料（平成２２年８月１日現在）」を用いて成田
空港・関西国際空港・中部国際空港の他の空港に比較した着陸料の高さ（２
倍～８倍）を主張する。
さらに，リーマン・ショックにより米６大ネットワークキャリアが赤字に
転落したとする。そして，日本航空は２００８年に５０８億円の赤字に，２００９年
には１２０８億円の赤字へと大転落し会社更生法の適用を申請するに至ったこ
と，全日空も２００９年には５４２億円の赤字に転落していることを指摘した。
加えて，日本が世界に占めるシェアが２０００年の５．７％をピークに逓減
し，２００６年には３．３％となり，シンガポールを下回るに至っていることを
指摘した。その上で，平成２２年６月１８日に閣議決定されたアジア経済成長
戦略について概観した。最後に，平成２３年の国土交通省税制改正要望では，
成長戦略促進税制として，国際競争力強化のための航空機燃料税の引下げを
要望している点に注意を喚起した。
山内の全面批判は，国土交通省５８）および航空業界（より直接的には日本航
空及び全日空）の強い意向を反映したと考えられる。２０１０年９月９日，全
日空の伊東信一郎社長は，定例会見において，国際連帯税の導入議論につい
て「言語道断。航空業界として反対していく」と強い不快感を示していた。
５８）国土交通省の反対理由（着陸料引き下げとの整合性が取れない）について述べた
ものに河口（２０１７：１２７）。ただし，参議院財政金融委員会は２０１４年４月に開催
はなく，２０１４年中の議事録からは河口の記述を裏付ける答弁を確認することは
できなかった。
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国内企業の国際線への課税のため，対象企業は日航と全日空のみであり，
LCCの登場を含めた海外航空会社との競争で不利な状況に追い込まれるのは
必至と見られていた５９）。リーマン・ショックの直撃を受け、未曾有の経営危
機に喘ぐ両社にとって，年間１７１億円～２７８億円６０）の追加的赤字は，到底許
容できるものではなかった。国際航空券旅客税の導入にとって，リーマン・
ショック直後というタイミングは，最悪であった。
この状況を踏まえ，上村雄彦６１）（横浜市立大学国際総合科学部准教授）に
よる発表資料「日本発国際連帯税の実現に向けて」は，前出の伊東信一郎全
日空社長の発言を発表資料に掲載した上で，航空券連帯税は，実施国を離陸
するすべての航空会社（ただしトランジットは除く）に課税するので，特定
の航空会社に不利になることはない６２）とした。また，航空券連帯税における
負担者と受益者の関係について，国連ミレニアム開発目標の達成を各国が約
束していること，すべての乗客が日本人ではなく，使途は地球公共財に資す
るものであること，一旦日本の国庫に入れて拠出することで，一番負担をす
る日本人に配慮することを挙げている。
しかし，この説明は理論的，実際的な面の双方で説得力に欠けていたと言
わざるを得ない。まず，一旦日本の国庫に入れるとの「配慮」は，国際人道
税において主張されていたユニセフ直入を完全に放棄することを意味する。
最も，これはODA確保の延長線上に国際航空券連帯税を捉えていた外務
省６３）や国際連帯税推進協議会６４）にとっては当然のことではあった。
次に，国際航空券連帯税における負担者と受益者に関する議論は，ラン
５９）『日本経済新聞』２０１０年９月１０日。この日以来，日本経済新聞の国際人道税，
国際航空券税に対する論調は冷淡なものへと変貌していく。
６０）上村雄彦「日本発国際連帯税の実現に向けて」（第２回国際課税小委員会提出資
料），１０頁の計数。
６１）なお，報告は上村雄彦，小川英治（一橋大学大学院商学部教授），山内弘隆の順
番で行われた。
６２）この論点は，日本国内の空港を発着する航空会社内の平等に留まっており，日本
国外をハブ空港とする航空会社に対しては競争上劣位にならざるを得ない。
６３）議連の一員であった岡田克也外務大臣は，「厳しい状況の中でどうやって」ODA
の「原資を得るかという中で注目されている」のが国際連帯税であるとの答弁を
行っている。第１７４回国会参議院外交防衛委員会（平成２２年３月１６日）におけ
５２ 桃山学院大学経済経営論集 第６１巻第１号
ドー・レポートにおける環境汚染による根拠づけなどを積極的に読み取るこ
とはできず，一般財源による拠出６５）を主張する航空会社の議論に対抗できる
内容とはなっていない。なによりも，会社更生法適用にまで至ったナショナ
ル・フラッグ・キャリアに対して追加的な負担を主張できるだけの論拠を持
つ状況にはなかったのである６６）。
１０月１０日，第５回国際課税小委員会は，主税局による航空券連帯税に関
する補足説明の後，「各委員から総括的な意見を聴取するとともに，小委員
会としてこれまでの議論のとりまとめを行った６７）」とするに留まった。
１０月１５日，定期航空協会は，山内が提示した「受益と負担の関係６８）およ
び課税に係る合理的な理由」がないことを根拠としつつ，訪日外国人を含む
航空利用者の負担が観光立国化を妨げることからも慎重な検討を求める意見
書を外務大臣宛に文書６９）で表明した。
１１月２日，第６回税制調査会に提出された外務省「平成２３年度税制改正
要望」は，国際開発連帯税の創設を１．に掲げたものの「世界の開発需要に
る犬塚直史議員に対する答弁。なお，トービン税（の変形である金融取引課税）
についても，「ODAみたいなものに廻す」との議連の林芳正参議院議員の発言
（第１７４回国会参議院財政金融委員会 平成２２年４月２７日）が見られる。
６４）第２回国際課税小委員会の議事要旨において，「革新的開発資金に関するリー
ディンググループや国際連帯税推進協議会では，国際連帯税は既存のODAに対
する追加的な資金であるとしている」との議論があったことからも伺える。
６５）期せずしてこの論点は「税の問題ではない」とした与謝野馨大臣の答弁と同じベ
クトルを指している。
６６）こうした議論が当時の与党民主党内でも存在していたことを示すのが，２０１４年３
月１８日における金子洋一参議院議員の発言である。金子洋一は，「航空券に連帯
税という形で課税をするということになりましたら，これはかなりデメリットと
いうのが大きい」とし，航空業界や観光業界から「課税というのは非常に困ると
いう声がたくさん届いて」おり，航空券に課税をする形の連帯税は「非常にデメ
リットが大きい」と論じている。第１８６回国会参議院財政金融委員会（平成２６
年３月１８日）における金子洋一委員（民主党）の質問。
６７）「第５回国際課税小委員会議事要旨」（平成２２年１０月２０日）。
６８）「受益と負担の関係が明確でない」との主張は国交省による（業界の反対を説明
する）答弁材料にもなった。例えば前出の第１８６回国会参議院財政金融委員会
（平成２６年３月１８日）における金子洋一委員の質問に対する甲斐正彰政府参考
人（国土交通省航空局次長）の答弁。
６９）定期航空協会「航空券への課税について（意見書）」（２０１０年１０月１５日定航協
第３５号）。なお，前原誠司外務大臣の前職は国土交通大臣である。
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対応するための国際的な連帯に貢献する新たな税制度を我が国に導入する」
との一文が記されるのみであった。しかも，山花外務大臣政務官は，「我が
国において，いかなる国際連帯税を導入すべきかということにつきまして
は，新しい税金を作りましょうという話でございますので，税調を始めとす
る政府部内において，今後議論をさせていただきたいと思っております」と
述べ，具体案を一切提示しなかった７０）。国際航空券連帯税は，推進者から身
を引かれたのである。
１１月９日，政府税制調査会専門家委員会名で「国際課税に関する論点整
理」（以下，論点整理）が公表され，「国際連帯税の趣旨については多くの委
員が賛同したものの，航空券連帯税が航空産業に与える影響や通貨取引税が
金融システムに与える影響について十分な検討を行うべきという指摘がなさ
れたほか，課税方法・執行可能性や税収の使途等について様々な意見が出さ
れた」と要約された。特に，「航空会社の経営は，需要の変動に大きく影響
を受けるため非常に不安定な分野である。また，航空券連帯税は，航空券連
帯税が課される国にハブを置く特定の航空会社にとっては国際競争上不利と
なり，悪影響を与える。現在の日本の航空産業の状況を踏まえれば，航空券
連帯税を受け入れるのは困難ではないか」「日本において，航空会社は着陸
料，航行援助施設利用料などの使用料や航空機燃料税という形での負担があ
る。こういった公租公課全体を考える必要がある」との記述は，山内の批判
を全面的に取り入れたものであった。かくて推進者を失った国際航空券連帯
税は導入を寂しく見送られる７１）こととなったのである。
３．航空券連帯税を巡る現状と論点
２０１０年１２月１６日の平成２３年度税制改正大綱では，「「論点整理」も参考
にしつつ，真摯に検討を行います」とされた。一方，２０１１年１２月１０日の
７０）これには峰崎内閣官房参与も「外務省は余りにも抽象的な要求を出しているとい
うのは，非常に不満」と強い口調で批判している（「平成２２年度第６回税制調査
会議事録」２０１０年１１月２日）。
７１）『朝日新聞』２０１０年１２月１１日。
５４ 桃山学院大学経済経営論集 第６１巻第１号
平成２４年度税制改正大綱では，「国際連帯税については，国際的な取組みの
進展を踏まえ，今後，真摯に検討を行います」との文言に修正された。「論
点整理」の楔は外れたものの，「日本発」からは大幅に後退した。そして，
民主党政権が下野し，BEPS対応が本格化する２０１３年度以降において，税
制改正大綱から国際連帯税は消滅した７２）。税制抜本改革法７３）第７条において，
「国際連帯税について国際的な取組の進展状況を踏まえつつ，検討すること」
との一文が，現在のところ成文法制度に刻み込まれた唯一の痕跡である７４）。
その後も定期航空協会は，国際航空券連帯税について，受益と負担の関係
が不明確であることを理由に反対を堅持７５）した。一方，出国者に定額課税を
賦課する国際観光旅客税７６）の審議に当たっては，受益と負担の関係が明確で
あることを理由に賛意を唱えたのである７７）。
国際観光旅客税７８）の導入が，国際航空券連帯税にとって「かなりそれは難
７２）財務省は，外務省から具体的な制度設計について提案を受けていないためと説明
している。第１９６回国会衆議院財務金融委員会（平成３０年２月２８日）における
野田佳彦委員の質問に対する星野次彦政府参考人（財務省主税局長）の答弁。
７３）「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法
の一部を改正する等の法律」（平成２４年法律第６８号）。
７４）２０１９年現在，議連による国会質問は，この条文を根拠に続けられている。
７５）定期航空協会の毎年度税制改正に対する要望は，その最後に「航空券連帯税（仮
称）の導入反対」が掲載され続けている。
７６）興味深いことに，国際観光旅客税は航空だけでなく，船舶の旅客に対しても納税
義務者としている。
７７）第１９６回国会参議院財政金融委員会（平成３０年４月１０日）における西尾忠男参
考人（定期航空協会企画委員会委員長，日本航空常務執行役員・経営企画本部
長）の発言。
７８）本小編末尾の参考図に掲げたように，国際航空券連帯税と国際観光旅客税は課税
標準，納税義務者が大きく異なっており，租税論上は別の税と観念できる。一
方，国際観光旅客税の創設を巡る論議からは，国際連帯税の導入を推進する議連
の立場からは，入出国者への課税を連帯税と同一の課税標準と見なす発言が見ら
れる（例えば第１９６回国会参議院財政金融委員会（平成３０年４月１０日）におけ
る大門実紀史委員（共産党）の発言）。なお，出国者あたり１，０００円の定額課税
がLCC等を利用する低・中所得者層により負担率の高くなる逆進課税であること
は金子宏の指摘（注２８）を待つまでもない。また，観光庁「平成３１年度観光庁
関係予算決定概要」によれば，国際観光旅客税財源充当額は４８５億円にのぼり，
これを含めた観光庁予算は，前年度予算額２７５．５億円の２．４倍となる６６５．９６億
円となった。国際観光旅客税を除く財源充当額は１８０．９６億円と減額となり，金
子宏が指摘した「代替効果」が働いていることが興味深い。
わが国における国際人道税を巡る論点 ５５
しく７９）」なったと考えるか，「航空運賃等への課税が航空業界に悪影響を及
ぼすという議論を打ち破る契機８０）」と考えるかについては議論の余地があ
る。確かに，金子宏が指摘したように（国際観光旅客税と国際航空券連帯税
の）二重課税となる恐れはある。他方で，国際観光旅客税はフランスの航空
券連帯税のように国内旅客を含んだ税ではないため，フランスよりも簡素な
形で国際航空券連帯税の導入可能性が残されたと評価することは可能であ
る８１）。
その上で，興味深い資料がある。外務省からの委託調査である日本総合研
究所（２０１７）の手になるアンケート調査によれば，約３／４が定額税・定率
税を支払ってもよいと回答している８２）。定率税を支払ってもよい，との文言
は，国民が国

際

人

道

税

の

導

入

に理解を示す可能性が残されていることを意味
する。また，２０１８年時点においても，河野太郎外務大臣が国際連帯税につ
いて積極的な立場８３）を示すなど，政府内や国会の場において検討の種火が途
絶えたわけではない。
ただし，国際環境は金子宏が論じた１９９０年代，あるいは検討過程（リー
７９）第１９６回国会参議院財政金融委員会（平成３０年４月１０日）における大門実紀史
委員（共産党）の発言。大門委員は議連の中心的メンバーの一人であり，国際航空
券旅客税の妨げになるとの立場から国際観光旅客税採決の際に反対討論を行った。
８０）池上（２０１８：３７）。
８１）国際航空券連帯税の類比だけで考えるならば，エコノミークラスの長距離旅客
層，およびビジネスクラス・ファーストクラス層への消費弾力性を理由とした追
加課税の余地が存在することとなる。所得を課税標準とする所得税において，累
進所得部分を国税とし，比例税部分を地方税とすることで課税標準を分割して二
重課税を避けた手法を援用することも理論上は可能である。ただし，本小論で
は，国際航空券連帯税と国際人道税の相違点に着目しているためこれ以上は立ち
入らない。
８２）「ただし国際連帯税に対する賛成は５割強」である。また，「観光立国に向けた施
策との整合性の検証が必要」「どのような徴税プロセスや徴税費用が発生するか
は，今後詳細に調査を行う必要あり」「影響を利用者数等だけでなく，航空会社
の収益により判断する必要あり」としている。
８３）例えばグローバル連帯税フォーラム及び国際連帯税創設を求める議員連盟共催
「SDGsのための国際貢献と国際連帯税を考えるシンポジウム」（２０１８年７月２６
日）における河野外務大臣挨拶を参照。河野外相自身の言葉ではブログ「ごまめ
の歯ぎしり」（２０１８年７月３１日）が直截である。河野外相が論じているように，
難民数は金子宏が論じた時期よりも大幅に増えている状況にある。
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マン・ショック以降のオバマ政権期）における国際協調時代から大きく変容
している。トランプ大統領に象徴されるように，「欧米先進国」内で自国第
一主義の政治勢力が伸張しており，国際政治環境としては新冷戦８４）が叫ばれ
る時代状況にある。加えて，２０１９年以降における景気後退が懸念され，消
費税引き上げに対する慎重論が登場する状況下において，新税導入論を持ち
出す環境は，当座は遠のかざるを得ないと考えられる。
しかし，金子宏が提唱時に述べた通り，国際人道税はそもそも困難が予想
される税である。課税権を主権国家から国際社会へ移譲する政策思想は「２０
年どころではなくもっともっと先８５）」にしか達成されないものである。そし
て，財政学徒にとっては，地方公共団体金融機構８６）に見られるように，提唱
から実現まで長い歳月を経た制度は馴染み深いものである。提唱者の政策思
想と課題を正確に理解し，後世へと繋ぐことが，現在において租税研究に携
わる者の一つの使命である。
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国際人道税 航空券連帯税 国際貧困退治寄与金（国際貧困対策協力金） 国際航空券連帯税 国際観光旅客税
提唱者
検討・導入国 金子宏 フランス 韓国 日本 日本
課税標準 航空運賃（国外旅行者）
航空運賃
（国外・国内旅行者） 出国数
航空運賃
（国外旅行者）出国数
納税義務者 航空会社 航空会社 空港からの出国者 航空会社 空港からの出国者
税種 定率（比例）税 定額税 定額税 定額税 定額税
導入 世界同時 一国 一国 一国 一国
使途 国連（ユニセフ）へ直入ユニセフ事業財源
国庫直入
国際機関へ配分
国庫直入
ODA代替
国庫直入
ODA代替
国庫直入
観光庁事業へ配分
（参考図）国際人道税，航空券連帯税（仏），国際貧困退治寄与金（韓），
国際航空券連帯税，国際観光旅客税の比較表
（出典）金子（１９９８），第５回国際課税小委員会（２０１０年１０月２０日）事務局提出資料，
財務省ホームページ等より筆者作成。
（きむら・よしひろ／経済学部准教授／２０１９年５月１６日受理）
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The issues of International Humanitarian Tax in Japan
KIMURA Yoshihiro
This paper discusses why the International Humanitarian Tax (IHT) has
not been instituted in Japan as of the late 2010s.
Hiroshi Kaneko, an authority of Japanese Tax Law proposed the IHT in
1998. The IHT was a proposed Value-added Tax (VAT) on international
aviation.
Because of Kaneko’s strenuous efforts, The IHT idea was spread in
western academic society in the early 2000s. However, the IHT idea was
transformed into the International Solidarity Levy (ISL) in France. From
the point of view of tax theory, there was a substantial difference between
IHT and ISL. For example, IHT was proposed as a VAT, while ISL was
proposed as a poll tax. Nonetheless, ISL was instituted in France in 2006.
With that as a start, ISL was instituted in several countries during 2000s
and 2010s.
In spite of Kaneko’s proposal of the IHT in major Japanese tax journal in
1998, the bipartisan members of the Japanese Diet have proposed a
'Japanese version of ISL (JISL)' since the late 2000s. Within the Japanese
government, the Ministry of Foreign Affairs of Japan (MOFA) promoted
JSIL for securing funds for Official Development Assistance (ODA).
It presented a draft of JISLfor discussion in the Japanese government
during the Democratic Party administration period. But amid the
worldwide recession, the Japanese main airline industries were having a
very difficult time. Thus, the interest group of Japanese airline industries
was strongly opposed to JISL. Hence, MOFA abandoned the draft of JSIL.
For all that, the results of a recent survey show the idea of IHT is
potentially supported by Japanese people. And the importance of IHT for
tax theory is still unchanged.
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